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Social Significance and Limitations of
Tokyo City District Social Worker System in 1920s














　From before enforcement of the Poor Relief Law, Tokyo City had divided the 15 wards in the central area into 
multiple smaller districts to provide more comprehensive relief and support for people living in poverty. A district 
social worker （Homen-iin） was assigned to each district, and they engaged in social work with people living in 
poverty, as well as providing living expenses benefits and free medical treatment cards. District offices were 
responsible for and supervised all administrative duties. District social workers also undertook the role of researchers 
for household surveys conducted by the Tokyo Municipal Bureau of Social Relief. The district social workers of this 
period kept a record of their activities. This takes the form of detailed notes describing the life history, family 
circumstances, illnesses or disabilities, and occupations and wages of people living in poverty. Through the details of 
this quantified statistical survey, it is possible to gain an understanding of the reasons and processes behind the 
poverty experienced by people living under harsh conditions. It revealed the actual situation regarding poverty 
caused by factors such as unemployment, disease, and death of primary wage earners in families. The survey results 
indicated the limitations of charity projects and encouraged a transition toward social projects.
　However, the district social worker system had a kind of multi-layer structure which was bureaucratic because of 
city government, and the district officesʼstaff were liberal and highly educated, but district social workers were 
basically volunteers and not necessarily liberal but more traditionalist. This system was an extremely ambiguous 
entity, consisting of double-sided elements both public and private. Unfortunately, it continued to underpin the 

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































ことがわかる。また、No. 1, 3. 5. 7, は救護法施行以前
から存在した東京市方面委員制度による「方面救助」
により配給米や医療診察券を交付されている。救護法
以前において実施されていた配給や医療診察券の交付
の実情を知ることができてきわめて興味深い。これら
の世帯は救護法によって救護がおこなわれる以前から
すでに救済すべき対象であり、救護法施行により救護
の対象に移行したのである。
　世帯の状況をみると、
　・夫婦と子ども世帯　1.6.9.10.12.13
　・母子世帯　2.4.8.11.14.15
　・高齢者夫婦世帯　3
　・高齢者を抱えた母子世帯　5
　・高齢者夫婦と子ども世帯　7
　河村がどのような基準でこれらの事例を抽出したか
は不明であり、代表性があるとはいえない。が、多子
世帯、また高齢者をかかえた母子世帯など、今日でも
生活困難が予想される世帯であることは確かである。
選定地域は市内の方面を比較的満遍なく選んでいると
もいえる。また、生活が安定し救護停止になった事例
なども採用しているところから、方面委員の仕事につ
いて事例を通して紹介する意味も持たせていると考え
られる。
　救護が貧困に陥った原因をみると、それぞれ個々の
世帯の状況は異なるものの生活困難世帯に共通する生
活歴上の出来事と貧困化のプロセスが見えてくる。そ
の多くが関東大震災で被災しそれを契機に生活が一挙
に傾いたこと、そして生活が完全に元に戻らぬうちに
追い討ちをかけるように不況によって家業が不振に陥
る、あるいは工場の首切り、失業の憂き目にあい、そ
の後再就職のめどがたたず経済的に行き詰っていった
という生活背景がみえる。一家の働き手の病死や疾
病、障害などが加わり、きわめて深刻な状況に陥って
いるのである。多くの東京市社会局の社会調査がおこ
なわれているその向こう側で方面委員による生活困難
層との日々の格闘ともいうべきかかわりが繰り広げら
れていた。統計的調査では見えない当時の大都市東京
という社会の底でおきていた生活苦の諸相をわれわれ
に伝えている。
　昭和９年12月に発行された本書は、東京市において
関東大震災で大きな打撃を受けた人々が生活再建を果
たせずにいるうちに、さらに追い打ちをかけるように
昭和初期の恐慌の荒波にさらされ生活が行き詰まって
いくさまが見えてくる。不運にも失業の憂き目にあう
労働者、肺結核で長く病床に臥す、回復することなく
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敗への道につながるものでもあったのである。委員そ
のものがそもそも多様であったこと、講習会などによ
って質の向上が図られたとはいえ、必ずしもすべての
委員が高い専門性をもっていたわけでなかったことか
ら、腐敗していったことは想像できる。あくまでも地
元の篤志家であり、「社会事業家」ではなく「家業の
片手間の仕事」であった。それは制度開始時から指摘
されていた矛盾であったのである。家業の片手間の仕
事、無給の方面委員については、丸岡ヒデも「…無給
で働いても何等の苦痛を感じない金持ちや有力者が日
夜生活苦に呻吟しつつある無産民衆の環境をどの程度
まで幸福に決定することができるか、そうした人びと
の片手間仕事で果たして仕事がはかどるか」と痛烈に
批判し女性を専門家として教育し有給の社会事業家と
して社会的意義のある仕事とすることを提案してい
る47。反対に現場を良く知っている方面事務所の職員
を中核に方面委員を指導し精度を上げ、方面委員はむ
しろ無償化によって制度を徹底すべきという改善案も
あった。
　東京市社会局村松義郎は、現場を知らない局長課長
が権力もつ官僚機構を次のように批判する。
　「方面事業の専任の掛長でも全市９ヶ区30方面の事
情につうずるには２年や３年はかかる。まして局長課
長に１年２年で方面制度の実状に精通できるはずはな
い。方面事業は400人超の方面委員の真の活動を得て
始めて実を挙げる事業だ。方面委員は市理事者の部下
ではない。方面委員の実状に精通しない理事者が机上
の理屈を押し通そうとする事は誤りだ。これが制度の
沈滞の原因だ。30名の方面事務所職員受け持ち区域の
実状に通じているのだから、これらの事務職員を重ん
ずるべきだ。委員の訓練は方面事務所職員の具体的事
件の解決を通して訓錬されるのだ。肩書きだけで使命
を忘れ怠慢の方面委員が多い。年50円の報酬を辞退し
て無報酬委員にすべきだ 48。」
　こういった方面委員制度へのさまざまな組織内外か
らの批判はこの制度自身が矛盾を内包し、社会変動の
なかでいっそう混迷していったことを示している。選
挙制度の開始とともに政争の具となり、それは方面委
員制度を腐敗させる要因にもなった。篤志家、地域の
有力者、民の顔をしながら公の手として行政の末端組
織の役割も担うという位置は、まさに自己矛盾そのも
のであった。救済委員制度時代から長くかかわってい
る方面委員も存在し、「明日の救助を待てない人々を
今日救う」、たとえば二葉保育園の徳永恕49といったい
わばごく一部の筋金入り社会事業関係者は確かに存在
した。前述のようにそこに住む人々の生活改善のため
に工夫を凝らし、豊かな余暇生活の創造や医療や衛生
夫に先立たれ、貯金もなく、路頭に迷う妻たちの苦悩
が見える。夫亡き後幼い子どもをかかえ、働く場もな
く、内職や行商で生計を立てようとするが、生活困難
となり、貯金もなく、一挙に生活が傾いていく過程が
鮮明に描かれている。戦前期、救護法が曲がりなりに
も生活困窮した人々の生活を維持するために機能して
いて、その橋渡しを方面委員が担っていたことを物語
っている。世帯主の出生地、上京の年月日、住宅の状
況と生計状況など生活全般にわたる調査にもとづき救
護の開始と廃止、そして家族の将来について考察して
いるが、震災、不況といった社会的状況を含めて貧困
原因について言及していることは注目すべきことであ
る。すべての方面委員がこのような視点を持っていた
か不明であるが、家族の状況や就労、失業の状況、住
宅状況、生計費などを調べることを通して、貧困に至
る原因が決して個人的な事情だけでなく、震災による
経済的打撃や不況による失業によるもの、そして最低
賃金や雇用政策、労災などの労働政策、具体的な給付
をともなう福祉政策が必要であることが明らかになっ
ている。方面委員は救護費用の開始のために生活調査
を実施するが、同時に生活支援を展開していた。方面
委員の生活調査は生活支援の一環であったのである。
警察の応援を得ながらも、警察が実施する戸口調査と
は明らかにゴールが異なる調査であり具体的な支援を
ともなうものであった。
６）制度の動揺と劣化
　しかし方面委員制度について諸手を挙げて称えるの
は危険である。現に河村は方面委員制度の問題点を
『晴れ行く社会』で次のように指摘している。
　「…方面委員といえば、神様のように考えられ、崇
められていた時代があった。創立当時は（委員たち
は）互いに緊張していた。…時代を見る識見と将来を
卜する達見があって、時期に適合する敏感と迅速な処
置こそが貴重なる資格の一つであった。しかし、大震
災があり、焼け跡は区画整理で街の形がかわってしま
い、また、普通選挙が実施されるようになると方面委
員制度が政争の具となっている。エルバーフェルト制
度が立身出世の踏み台になり退廃してしまったという
が、方面委員制度も同じになってはいけない。いろい
ろ雑多な公職に新任されることを悦ぶものがでてはな
らない46」
　行政組織の末端で社会事業の最前線として生活困窮
者を支える役割を果たしていた東京の方面委員制度
は、大震災を経て激動する社会に翻弄される生活困窮
者の群れに対応すべく当然柔軟に変容せざるをえなか
った。名誉職がゆえ得られる甘い汁があり、それは腐
46　 河村舜應『晴れゆく社会』p. 233-248
47　 丸岡ヒデ（昭和３年）「婦人の立場よりみたる東京市の社会事業」『東京市社会事業批判』東京市政調査会、p. 149-151、丸岡は
昭和12年『日本農村婦人問題』刊行する。
48　 村松義郎（昭和３年）「東京市の方面委員事業を論ず」『東京市社会事業批判』東京市政調査会、p. 127-136
49　 徳永恕は「明日の救助を待てない人々を今日救う」精神で東京府慈善協会救済委員時代から救済委員、方面委員として二葉保育
園の運営の傍ら貧民窟の子どもたちとその母への支援に奔走している。
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給与、余暇施設の創設など、独自の取り組みを次々と
編み出す熱量はトインビーホールやハルハウスを彷彿
させ特筆に値する。
　この時期に今で言ういくつもの事例研究にちかいも
のが特殊学校の校長や方面事務所吏員といった当事者
に近い専門家といわれる人たちから刊行されているこ
とは注目に値する。
　貧困の実態に接近しようとすれば当然の方法であっ
たのであろう。日々の事例を綴るうちに事例紹介とな
り、事例集となり、それは説明抜きで解決すべき社会
問題の束ともいうべきものに出来上がった。官によっ
て多くの「貧困調査」が実施され、貧困が数量的に把
握されるその一方で、個々の数奇な人生や失業の不
運、医療を受けることができないがために夫や妻、子
を失う悲哀を「ものがたり」として綴るという試みが
あり、こういうなかで統計調査では描ききれない生活
現実を世に問う役割を方面委員の取扱事例は果たして
いたのではないか。最底辺の目線から時代そのものの
貧困の実相を克明に記すものであった。さらに掘り下
げる必要を感じる。
　第二に、東京市の方面委員制度の多層性と保守的地
域権力構造についてである。東京市の方面委員制度
は、内務省地方官、東京市（局長、課長、掛長）、参
事、方面事務所職員、方面委員、社会事業関係者、医
師や弁護士、地元の有力者、政治家をめざすもの、町
会の顔、自営業者など、中央、地方の官僚たち、いく
つもの重なり合うソーシャルクラス、ソーシャルグル
ープによって構成されていた。時代の急激な変化は方
面委員制度の成熟を待たずに変容を迫っていく。普通
選挙の実施と方面委員の政治化、救護法施行のなかで
方面委員の社会的位置の変化、町会という隣接の組織
との関係や方面委員制度の腐敗、形骸化については河
村や村松らが警告しているところである。その延長線
上に戦時体制への移行と大政翼賛へ飲み込まれていく
道が待ちかまえていたのである。慈善事業から社会事
業へ移行したのもつかのま、昭和13年厚生省が設置さ
れ、社会事業が戦時厚生事業に移行、「社会性」を宿
しながらも戦時体制の末端組織に変容していく。
　「社会性」を宿したと書いた。しかし、そもそもこ
の期における「社会事業」の先端を支えていた方面委
員の取扱事例からみえてくる社会意識をみると、きわ
めて保守的で必ずしも「社会性」を宿すものばかりで
なかった。戦前期の東京の自営業主たちの市民として
合意されたある種の保守的なモラルを読み取れる。生
活困窮の原因を個人の責任と不運、解決は気の持ちよ
うといった「心理の問題」としてとらえ、教化善導と
いった価値を強制する記述も多々見られ、時代的限界
と解釈すべきではなく、この点について更に掘り下げ
る必要があろう。
的な生活の実現のために尽力した方面事務所や方面委
員がいた事は確かである。が、そういった人びとを除
いて、市井の方面委員にとっては社会事業とはなにか
認識しているわけではなく、その支え手であるという
成熟したプロ意識があるわけでなく、東京市の官僚制
の中に埋没し独自性を喪失、末端組織化していったの
ではないか。同時に官であり民であり、官僚制の下に
曖昧に位置付けられるというその特質は善意をもって
人々の生活に浸透することを確かに可能にした。戦時
体制下、思想統制などの監視にもっとも強く巻き込ま
れていく装置にもなりえたといえないだろうか50。
８． 小活─「ものがたり」による「貧困
過程」の可視化
　大正中期から昭和初期にかけて東京市の方面委員の
取扱事例を中心に焦点をあてみてきた。小活として次
の三点を指摘したい。
　第一に方面委員によって綴られた「ものがたり」
は、まさに生活の場で語られた「ものがたり」をもと
とし、我々に生活の内側からの生活過程から見えてく
る貧困の諸相を鋭く突きつけるものであったというこ
とである。「社会事業」が開花したこの時期に生活困
窮者の生活に接近し、その生活現実を知りえた方面委
員の活動にもとづく「記録」である「ものがたり」は
我々に強い衝撃を与える。東京市社会局のおびただし
い社会調査の実動調査員として方面委員が果たした役
割は大きいが、同時に数量化（写真や図版化）による
「下層の可視化51」とは異なる「貧困過程を可視化」し
たことの社会的意義はきわめて大きい。方面委員によ
って綴られた人びとの人生と暮らしはまさに「悲哀」
そのものであった。多くの社会調査報告書の向こう側
にこれほど過酷な生活困難層の生活現実があったこと
は方面委員の記録以外からは伝わらない。一つ一つの
事例が説得力をもってわれわれに貧困とはなにかを迫
ってくる。社会保障、社会福祉制度が未整備の時代、
社会経済的変動はダイレクトに低賃金（特に内職）、
長期化する失業といった労働問題を引き起こす。多
子、疾病障碍、教育機会からの疎外、飲酒や暴力、死
別生別といった生活困窮を生み出す要因が絡み合いな
がら、一人ひとりの人生と生活意識の細部に根をはや
し、抜け出られないどん底の生活に彼ら彼女らを追い
詰めていく。まさに貧困を生み出す構造が見えてく
る。最前線でそれらのどん底の貧困と対峙する方面委
員の苦悩は強烈であったことがうかがえる。事例の描
き方をみれば、方面委員の対象への向かい方が「教化
善導」の域を脱していないという批判は容易である
し、確かに当たっている。それでも担当方面に住まう
人々の生活改善のために無料施療券、入浴券、牛乳の
50　 菅沼隆「1937年７月に勃発した日中戦争により方面委員の歴史は大きな転換を迫られた。盧溝橋事件直後、全日本方面委員連盟
は国民精神総動員中央連盟に加盟することを決定、国家意思に服するものとして方面委員が位置づけられた」「方面委員制度の
存立根拠」『福祉の歴史』p. 77
51　 佐藤健二「調査の視覚─下層の可視化」『社会調査史のリテラシー方法を読む社会学的想像力』新曜社、pp. 99-105
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　戦前期のわが国の東京市の方面委員制度は内務省の
西欧の救貧システムをモデルにする官僚たちとそのシ
ステムを理解し実体化させようとした東京市社会局の
方面事務所の現場にいる「吏員」、彼らは生活困窮層
の生活現実に日々接しており、社会的方策の構築を痛
感していたとも考えられるが、実動の方面委員は多様
で、一部を除き、全体としては極めて保守的（反欧米
的）な価値をもっていたことが推測される。こう考え
ると東京市の方面委員制度は強固な保守的な地域権力
構造の上に成り立ちながらも公的救済と社会性を強く
求める制度の交差、まさに戦前期社会事業の複雑性を
体現していた存在であった、と言えるのではないか。
　第三に、東京市方面委員は限界もあったが、それで
もスタート時の彼らのこの制度にかける思いは高く評
価されるものではないかということである。生活困窮
の人々の生活に深くかかわり自立の道を模索し、誰一
人もらさずの精神と公的救済が不十分な時代にあっ
て、入浴券や施療券、文庫などの文化事業、余暇活動
も独自事業として手掛けているところは今日の地域の
貧困問題への解決策としても大いに学ぶべきところが
あるといえないだろうか。
　東京の方面委員たちがどのような貧困観を持ちこの
方面事業にかかわったのか、職業階層や社会的地位等
を含めさらに探求する必要があろう。官僚組織と方面
委員の間で揺れ動いていた方面事務所職員の役割につ
いてもさらに検討する必要があろう。方面事務所職員
には河村舜應や山田節男、そして磯村英一の名もあ
る。紙面もつきたのでこれについては別の機会にゆず
る。
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